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証券コード：6368

第72回
定時株主総会
招集ご通知
日時
平成29年６月29日（木曜日）
午前10時（受付開始　午前９時）
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東京都江東区新砂１丁目２番８号
当社本社ビル　２階会議室

資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださ
いますようよろしくお願い申しあげます。
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証 券 コ ー ド　　6368
平 成 29 年 ６ 月 ８ 日

株　主　各　位
東 京 都 江 東 区 新 砂 １ 丁 目 ２ 番 ８ 号

代表取締役社長 鯉 江 泰 行

第72回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第72回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成29年６月28日（水曜日）午後５時までに到着するようにご返送くださいますようお
願い申しあげます。

敬　具

記
１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都江東区新砂１丁目２番８号

当社本社ビル　２階会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第72期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２．第72期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 定款一部変更の件
第４号議案 取締役９名選任の件
第５号議案 監査役１名選任の件
第６号議案 補欠監査役２名選任の件

－ 1 －
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４．その他株主総会招集に関する事項
議決権の不統一行使につきましては、株主総会の３日前までに、議決権の不統一行使を行う旨と

その理由を書面により当社にご通知くださいますようお願い申しあげます。
以　上

開会時刻間際には会場受付が大変混雑いたしますので、お早めのご来場をお願い申しあげます。な
お、受付開始時刻は午前９時を予定しております。

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

本定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書
類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第16条の定めに基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（アドレスhttp://www.organo.co.jp/）に掲載しておりますので、本定時株主総会招
集ご通知添付書類には記載しておりません。従いまして、本定時株主総会招集ご通知添付書類に記載
しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役及び監査役会が監
査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.organo.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の持ち直しなどを背景に企業の生産活動の増産傾
向は持続し、企業収益は高水準を維持するなど、回復基調で推移しました。設備投資については
新設や増設等の能力増強に向けた大型投資は勢いを欠いたものの、既存設備の維持・更新に係る
投資は緩やかに増加しました。世界経済においては、各国での堅調な内需拡大やアジア新興国の
輸出回復等により底堅い成長が見られた一方で、英国のＥＵ離脱選択や米国で誕生したトランプ
政権による経済政策転換など、今後の不透明感の要因が顕出しました。
　当社グループを取り巻く事業環境は、電子産業分野においては国内の大型設備投資が一部企業
にとどまる中、中国では半導体の国産化政策に伴い外資を含む大型投資計画が進行しているほか、
台湾においても堅調に推移しています。電力分野においては国内では原子力発電所再稼働に大き
な進展が見られず、新規火力発電所計画も低い水準が続く一方で、電力需要が旺盛なアジア地域
では一部で進捗に遅れが見られるものの多くの発電所の建設計画が進んでいます。水処理関連市
場全般においては、国内ではほぼ横ばい状態で、成長は鈍化しています。海外においては当社の
主要市場であるアジア地域において産業振興、生活環境改善の観点から高い需要が期待されてい
ますが、対円アジア通貨安の継続や現地水処理企業を含めた競合環境の激化など、厳しい状況が
続いています。
　このような状況の下、当社グループは、常に３年先を見通した事業運営を継続するため、終了
年度を固定せず毎年ローリングする中期経営計画に取り組んでおります。平成30年度を見据え
た計画では、安定した収益基盤を構築するため、当社グループが強みを有する「電子」「電力」
産業分野及び水処理薬品や標準型水処理機器等の「機能商品事業」の更なる強化を中心とした戦
略と施策を立案し、推進しております。
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　電子産業分野においては、台湾メーカーが進出を積極化するなど設備投資の増加が続く中国に
おいて、中国、台湾の現地法人と当社との連携を一層深め、受注活動の強化・納入体制の整備に
グループ一体で取り組みました。電力分野においては、国内では既設のメンテナンス・改造工事
に注力し、海外では現地法人への専任者の設置、現地企業との協業体制構築の着手など積極的な
営業活動を展開しました。機能商品事業においては、営業戦略の見直しや強化に取り組むととも
に新規ラボ用純水装置の開発に目途をつけ、水処理薬品については差別化製品の上市による拡販
を図り、海外展開も積極的に進めました。
　この結果、当連結会計年度の当社グループの業績は、受注高740億４千１百万円（前連結会計
年度比3.2％減）、売上高811億１千４百万円（同3.0％増）、営業利益41億１千４百万円（同
4.2％増）、経常利益41億６千２百万円（同7.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益27億３
千１百万円（同9.9％増）となりました。

　セグメント別の業績は次のとおりであります。
＜水処理エンジニアリング事業＞
　当事業におきましては、電子産業分野では国内の受注高は増加しましたが、売上高は大型のプ
ラント建設が順調に進捗した前連結会計年度に比べて下回り、利益面も売上高減少の影響を受け
減少しました。海外における受注高は台湾で減少した一方で、積極的な設備投資が続く中国では
増加しました。売上高については中国、東南アジアでは減少したものの、台湾では高水準を維持
しました。
　電力分野においては、国内、海外ともに新規プラント建設に係る受注高、売上高は減少しまし
たが、国内の既設のメンテナンス、改造工事が好調に推移し、利益面は前連結会計年度を上回り
ました。
　一般産業向けでは、国内の受注高は用水純水分野で大幅に増加し、売上高、利益面についても、
排水分野を含めてプラント建設、メンテナンス、改造工事が伸長したことなどにより増加しまし
た。海外においては東南アジア地域で石油化学、食品分野などで非日系企業への展開を進め、売
上高は堅調に推移しました。
　この結果、受注高は576億１千１百万円（前連結会計年度比4.8％減）、売上高は647億円（同
2.9％増）となりました。利益面につきましては、売上総利益率は若干改善したものの、営業体制
強化等に伴い販売費及び一般管理費が増加したことなどから、営業利益は25億４百万円（同1.9％
減）となりました。

－ 4 －
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＜機能商品事業＞
　当事業におきましては、標準型水処理機器の販売が堅調に推移したこと、冷却水処理剤、電子
産業向けＲＯ膜処理剤を中心に水処理薬品の販売が伸長したことなどから、受注高及び売上高が
増加しました。この結果、受注高は164億２千９百万円（前連結会計年度比3.0％増）、売上高は
164億１千３百万円（同3.8％増）となりました。利益面につきましては、売上高の伸長により営
業利益16億９百万円（同15.5％増）と大幅に増加しました。

項目別

セグメント別

受 注 高 売 上 高

金額
(百万円) 構成比

前 連 結
会 　 計
年 度 比

金額
(百万円) 構成比

前 連 結
会 　 計
年 度 比

水処理エンジニアリング事業 57,611 77.8% 4.8%減 64,700 79.8% 2.9%増

機 能 商 品 事 業 16,429 22.2% 3.0%増 16,413 20.2% 3.8%増

合 計 74,041 100.0% 3.2%減 81,114 100.0% 3.0%増

⑵　設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は９億３百万円で
あります。

⑶　資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

⑷　対処すべき課題
　当連結会計年度は、当社が強みを持ち中期経営計画の重点分野とした「電子」「電力」「機能
商品事業」において当社グループの利益の多くを創出しました。
　今後は、ＩｏＴ関連産業の拡大による半導体需要の伸長とともに、高精細化、新素材等の技術
革新が進展し、水だけでなく高純度のガスの必要性がより大きくなるとみられます。また、電気
自動車の普及によってリチウムイオン電池等の二次電池の市場が今後さらに拡大し、それに伴っ
て製品に含まれる有価物の精製・回収・再利用ニーズ等も高まると予想されます。
　収益性の高い企業グループに成長してゆくために、既存の強い事業を中心とした戦略の実行に
加え、これまで水処理分野で培ってきた技術と経験を活かし、水以外の液体、さらにはガスの分
離・精製など新たな事業分野への展開を検討してまいります。また、既存事業のコスト競争力の
強化、収益性を重視した案件の発掘や事業体制の見直し・再構築による収益力向上、差別化技術
や製品の改良・深化に注力するとともに、新規事業探索や研究開発に従前以上の経営資源を投入
してまいります。

－ 5 －
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　当連結会計年度に策定した中期経営計画では、平成30年度までに連結ＲＯＥ（自己資本当期純
利益率）を安定的に５％以上、それを実現するために連結売上高営業利益率５％以上を安定的に
達成できる収益構造とすることを目標経営指標といたしました。当連結会計年度は目標経営指標
を達成いたしましたが、安定した収益基盤が構築できたとは言えない状況です。平成29、30年度
はより意欲的な研究開発、新規事業創出への経営資源投入を行うことにより力を蓄える期間と定
め、平成31年度以降に安定的に連結ＲＯＥ・連結売上高営業利益率５％を達成できる収益構造の
確立を目指します。平成31年度の連結での売上高、営業利益目標はそれぞれ860億円、43億円と
いたします。
　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断
したものであります。

⑸　財産及び損益の状況の推移

区　　　分 第 69 期 第 70 期 第 71 期 第 72 期
(当連結会計年度)

平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期

受 注 高(百万円) 65,501 77,873 76,485 74,041

売 上 高(百万円) 62,096 68,741 78,719 81,114

営 業 利 益(百万円) 833 2,398 3,947 4,114

売 上 高 営 業 利 益 率(％) 1.3 3.5 5.0 5.1

経 常 利 益(百万円) 1,170 2,465 3,871 4,162

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 664 1,085 2,485 2,731

１株当たり当期純利益(円) 11.53 18.85 43.17 47.44

自己資本当期純利益率
（ Ｒ Ｏ Ｅ ）(％) 1.5 2.4 5.4 5.7

総 資 産(百万円) 76,852 83,609 94,795 95,405

純 資 産(百万円) 44,252 45,308 46,567 49,034

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 768.24 786.72 806.89 849.45

－ 6 －
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⑹　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　当社の親会社は東ソー株式会社で、同社は当社の株式を23,938千株（出資比率41.3％、間接
保有分を含む。）保有しております。
　当社は東ソー株式会社から水処理薬品の原材料の一部などの仕入れを行うとともに、同社に
対し各種水処理装置及び関連薬品を販売するなどの取引を行っております。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

オルガノプラントサービス株式会社 93百万円 100.0％ 各種水処理装置の据付工事及び管
理業務

オ ル ガ ノ フ ー ド テ ッ ク 株 式 会 社 50 100.0 食品素材及び食品添加剤等の販売
並びに製造

オ ル ガ ノ エ コ テ ク ノ 株 式 会 社 50 100.0 排水処理装置及び関連薬品の販売
並びに付帯工事

オ ル ガ ノ ア ク テ ィ 株 式 会 社 20 100.0 印刷事業・各種保険の代理業・管
理業務受託業

オルガノ（アジア）SDN.BHD. 7,000千マレーシア
　リンギット ※100.0 各種水処理装置及び関連薬品の販

売並びに付帯工事

オルガノ（蘇州）水処理有限公司 5,000千米ドル 100.0 各種水処理装置及び関連薬品の販
売並びに付帯工事

オルガノ・テクノロジー有限公司 30,000千台湾ドル 100.0 各種水処理装置及び関連薬品の販
売並びに付帯工事

オルガノ（タイランド）CO.,LTD. 120,100千タイバーツ ※100.0 各種水処理装置及び関連薬品の販
売並びに付帯工事

PTラウタン・オルガノ・ウォーター 18,000百万インドネ
シアルピア 51.0 各種水処理装置及び関連薬品の販

売並びに付帯工事

（注）１．※印の出資比率は、当社の子会社による間接保有分を含んでおります。
２．特定完全子会社に該当する会社はありません。
３．当社の連結子会社は、上記重要な子会社９社であり、持分法適用関連会社は１社であります。

－ 7 －

重要な親会社及び子会社の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/30 17:53:51 / 16266707_オルガノ株式会社_招集通知（Ｃ）

⑺　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
事 業 区 分 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

水 処 理 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業 大型水処理関連設備
上記設備のメンテナンス、運転管理等各種サービス

機 能 商 品 事 業
標準型水処理機器
水処理薬品
食品添加剤

⑻　主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）

当 社

本 社 本社 東京都江東区
工 場 つくば工場 茨城県つくば市

いわき工場 福島県いわき市
研究開発施設 開発センター 神奈川県相模原市
支 店 北海道支店 北海道札幌市

東北支店 宮城県仙台市
関東支店 東京都江東区
中部支店 愛知県名古屋市
関西支店 大阪府吹田市
中国支店 広島県広島市
九州支店 福岡県福岡市
台湾支店 台湾新竹市

子 会 社

国 内 オルガノプラントサービス株式会社 東京都文京区
オルガノフードテック株式会社 埼玉県幸手市
オルガノエコテクノ株式会社 東京都江東区
オルガノアクティ株式会社 東京都江東区

海 外 オルガノ（アジア）SDN.BHD. マレーシア国スランゴール州
オルガノ（蘇州）水処理有限公司 中国江蘇省
オルガノ・テクノロジー有限公司 台湾新竹市
オルガノ（タイランド）CO.,LTD. タイ王国バンコク都
PTラウタン・オルガノ・ウォーター インドネシア共和国ジャカルタ市

－ 8 －
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⑼　従業員の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

水 処 理 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業 1,680名 12名減

機 能 商 品 事 業 279名 20名増

全 　 　 社 　 　 （ 共 　 　 通 ） 141名 4名増

合 計 2,100名 12名増

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,011名 ― 43.1歳 15.5年

⑽　主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 8,000百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,140百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,080百万円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 1,000百万円

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 970百万円

－ 9 －

従業員の状況、主要な借入先の状況
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２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 126,960,000株
⑵　発行済株式の総数 57,949,627株（自己株式378,903株を含む。）
⑶　株主数 6,452名
⑷　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

東ソー株式会社 23,877千株 41.47％

ビービーエイチ　ザ　アドバイザーズ　インナー　サークル
フアンド　ツー　コペルニク　グロ　オール　キヤツプ　フアンド 1,989千株 3.45％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,264千株 2.20％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,175千株 2.04％

株式会社みずほ銀行 1,000千株 1.74％

みずほ信託銀行株式会社 775千株 1.35％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 705千株 1.22％

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ　ＯＦ　ＮＯＲＷＡＹ 649千株 1.13％

オーエム４４ステートストリート８０８３５９クライアントオムニ 644千株 1.12％

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー 525千株 0.91％

（注）持株比率は自己株式（378,903株）を控除して計算しております。

－ 10 －
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 社 長
（代表取締役） 鯉 江 泰 行

取 締 役
兼常務執行役員 奥 園 修 一 機能商品本部長

オルガノフードテック株式会社 代表取
締役会長
株式会社ホステック 代表取締役会長

取 締 役
兼常務執行役員 伊 藤 智 章 水インフラ・エネルギー本部長

購買・物流部担当

取 締 役
兼常務執行役員 堀　　　比斗志

経営統括本部長、貿易管理室長
法務特許部、環境安全品質保証
部、監査室、秘書室、支店、オ
ルガノアクティ株式会社、海外
グループ会社担当

取 締 役
兼常務執行役員 古 内 　 力

産業プラント本部長
オルガノプラントサービス株式
会社、オルガノエコテクノ株式
会社担当

取 締 役
兼常務執行役員 明 賀 春 樹 開発センター長

エンジニアリング本部担当

取 締 役 西　澤　恵一郎
東ソー株式会社 取締役常務執行役員
株式会社東ソー分析センター 代表取締
役社長

取 締 役 永 井 素 夫
日産自動車株式会社 社外監査役(常勤)
株式会社日清製粉グループ本社 社外監
査役

取 締 役 照 井 惠 光
ＮＰＯ法人テレメータリング推進協議
会 理事長
宇部興産株式会社 社外取締役
株式会社ブリヂストン 社外取締役

常 勤 監 査 役 豊 田 正 彦

監 査 役 濵 田 　 治

監 査 役 田 中 伸 二

（注）１．取締役　永井素夫及び照井惠光の両氏は、社外取締役であります。
２．監査役　濵田　治及び田中伸二の両氏は、社外監査役であります。

－ 11 －

会社役員に関する事項
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３．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。
①　平成28年４月13日をもって、監査役　阿部嘉彦氏は辞任により退任いたしました。また、同日付で

補欠監査役であります田中伸二氏が社外監査役に就任いたしました。
②　平成28年６月29日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって、取締役　渡邊大輔及び中根俊章

の両氏は任期満了により、監査役　中村聖和氏は辞任により、それぞれ退任いたしました。
③　平成28年６月29日開催の第71回定時株主総会において、明賀春樹及び照井惠光の両氏は取締役に

新たに選任され、それぞれ就任いたしました。
４．監査役　豊田正彦氏は、過去他社において財務・会計部門を管理監督する業務経験があり、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。
５．当社は、社外取締役　永井素夫及び照井惠光の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項及び当社定款の定めに基づき、取締役　西澤恵一郎氏、永井
素夫氏及び照井惠光氏並びに監査役　豊田正彦氏、濵田　治氏及び田中伸二氏との間において、
会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意かつ重大な過失がないと
きは、法令が規定する最低責任限度額を限度とする契約を締結しております。

⑶　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

11名
（3）

210百万円
（21）

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

5名
（2）

41百万円
（19）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

16名
（5）

252百万円
（40）

（注）１．上記には、平成28年４月13日をもって退任した監査役１名を含んでおります。
２．上記には、平成28年６月29日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名及び

監査役１名を含んでおります。
３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４．取締役の報酬額は、平成26年６月27日開催の第69回定時株主総会において、年額340百万円以内（う

ち社外取締役年額40百万円以内）と決議いただいております。
５．監査役の報酬額は、平成18年６月29日開催の第61回定時株主総会において、年額60百万円以内と決

議いただいております。

－ 12 －
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⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役　永井素夫氏は、日産自動車株式会社の社外監査役（常勤）及び株式会社日清製粉グ
ループ本社の社外監査役であります。当社と兼職先との間には、重要な取引関係その他特別
な関係はありません。

・取締役　照井惠光氏は、ＮＰＯ法人テレメータリング推進協議会の理事長、宇部興産株式会
社の社外取締役及び株式会社ブリヂストンの社外取締役であります。当社と兼職先との間に
は、重要な取引関係その他特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
取 締 役 会 監 査 役 会 主 な 発 言 状 況出 席 状 況 出 席 状 況

取
締
役

永 井 素 夫 16回中14回
(88％) ―

主に金融機関の経営者としての会社経営に関する豊富な知
識・経験に基づき、事業戦略、事業のリスク管理、監査計画・
監査体制、従業員の労務管理、ＩＲ活動等について適宜発言
を行っております。

照 井 惠 光 12回中11回
(92％) ―

主に産業政策及び産業技術に関する豊富な知識と経済産業省
での要職における経験に基づき、経営計画、技術開発、事業
のリスク管理、安全管理、知的財産、内部通報制度等につい
て適宜発言を行っております。

監
査
役

濵 田 　 治 16回中16回
(100％)

14回中14回
(100％)

主に事業会社の経営者としての会社経営に関する豊富な知
識・経験に基づき、事業のリスク管理、監査体制、海外子会
社の管理体制、会計監査人の監査報酬等について適宜発言を
行っております。

田 中 伸 二 16回中15回
(94％)

14回中14回
(100％)

主に事業会社の取締役及び監査役としての会社経営・監査実
務に関する豊富な知識・経験に基づき、コンプライアンス、
監査体制・監査内容、海外子会社の管理体制、従業員の労務
管理・人事制度等について適宜発言を行っております。

（注）１．監査役　田中伸二氏は、平成28年４月13日をもって就任いたしましたので、平成28年４月13日以降
に開催された取締役会及び監査役会への出席状況を記載しております。

２．取締役　照井惠光氏は、平成28年６月29日開催の第71回定時株主総会において選任され就任いたし
ましたので、平成28年６月29日以降に開催された取締役会への出席状況を記載しております。

３．上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款の定めに基づき、取締役会決議があ
ったものとみなす書面決議が１回ありました。

－ 13 －
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③　法令又は定款に違反する事実その他不当な業務の執行が行われた事実並びにその発生の予防
のために行った行為及び発生後の対応の概要
　監査役　阿部嘉彦氏は平成27年６月26日開催の当社第70回定時株主総会において選任さ
れ、社外監査役として就任いたしましたが、過去に、当社海外子会社の非常勤取締役（董事）
に就任していたことが平成28年３月下旬に判明し、同氏が社外監査役としての要件を満たし
ておらず、社外監査役が法令に定める員数を欠いていることが明らかになりました。なお、
監査役　阿部嘉彦氏は平成28年4月13日をもって辞任しております。また、社外監査役が法
令に定める員数を欠くこととなるため、補欠監査役の田中伸二氏が同日をもって社外監査役
に就任いたしました。
　社外取締役　永井素夫氏及び社外監査役　濵田　治氏は判明までその事実を認識しており
ませんでしたが、当該事実を認識してからは、監査役　阿部嘉彦氏の辞任及び補欠監査役　
田中伸二氏の監査役就任に向けての援助を迅速に行うとともに、適切な引継ぎに尽力いたし
ました。また、再発防止について助言、意見表明を行うなど、その職責を果たしております。

⑸　その他会社役員に関する重要な事項
　「⑷　社外役員に関する事項　③　法令又は定款に違反する事実その他不当な業務の執行が行
われた事実並びにその発生の予防のために行った行為及び発生後の対応の概要」に記載のとおり、
監査役　阿部嘉彦氏は、社外監査役としての要件を満たしていないことが明らかになったため、
「⑶　当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額及び⑷　社外役員に関する事項」の記
載において、同氏を社外監査役又は社外役員には含めておりません。

－ 14 －
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４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

明治アーク監査法人
（注）当社の会計監査人でありました聖橋監査法人(消滅監査法人)は、平成28年７月１日付で明治アー

ク監査法人(存続監査法人)と合併いたしました。

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額　　　　　　　　　　　　　　　34百万円
②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　　　　　　35百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認し、
総合的に検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っており
ます。

⑶　連結子会社の監査の状況
　当社の連結子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監
査法人(外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者も含む。)の監査を受けております。

⑷　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）で
ある「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に関する認定申請に
必要となる確認手続業務」及び「海外出向者に係る税務申告のための所得証明業務」を委託して
おります。

⑸　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
る場合は、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人解任の旨及びその理由を報
告いたします。
　また、監査役会は、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する場合、会計監査人の適
正な監査業務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出す
る会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

－ 15 －
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５．会社の体制及び方針
⑴　コーポレートガバナンスの状況

①　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は、公正かつ信頼性の高い経営の実現と経営効率の向上を目指し、以下の基本的な考え
方に沿って、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでおります。

イ　株主の権利を尊重し、平等性を確保いたします。
ロ　株主・投資家、消費者・顧客、取引先、従業員、地域社会など、幅広いステークホルダー

の利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働いたします。
ハ　会社情報を適時・適切に開示し、透明性を確保いたします。
ニ　取締役、監査役及び執行役員は、受託者責任を認識し、求められる役割・責務を実効的に

果たします。
ホ　株主との間で建設的な対話を行います。

　なお、当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針を「オルガノ　コ
ーポレートガバナンス・ガイドライン」として定め、当社ホームページにて公表しております。
（http://www.organo.co.jp/company/governance.html）

②　コーポレートガバナンス体制の模式図

連携

内部監査

会計監査連携

連携
選任・解任

監査

報酬等の意見

戦略の立案・
経営課題の審議

コンプライアンス体制の
構築等

業務執行の報告等

選任・解任 選任・解任

株主総会

取締役会

代表取締役社長

監査役（会）

月次事業報告会

経営会議

内部監査部門

コンプライアンス委員会

各部署

会計監査人

選定 経営意思決定・
監督 監査報酬委員会
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③　機関設計
イ　取締役会

　取締役会は、取締役９名（うち、独立社外取締役２名）で構成されております。また、責
任の明確化と意思決定の迅速化を目的に執行役員制度を導入しており、16名（うち、取締役
兼務５名）が選任されております。

ロ　監査役会
　監査役会は、監査役３名（うち、社外監査役２名）で構成され、うち１名は財務・会計に
関する適切な知見を有しております。

ハ　経営会議
　経営会議は、業務執行取締役及び役付執行役員で構成され、中長期的な戦略等の立案及び
重要な経営課題の審議を行っております。
　なお、非業務執行取締役及び監査役は経営会議に出席することができ、必要に応じて意見
を述べるなど、取締役の監督及び監査役の監査の実効性の確保に努めております。

ニ　月次事業報告会
　月次事業報告会は、取締役、監査役、執行役員、事業部長等により構成され、経営会議に
おける承認事項の連絡、各事業及び中期経営計画、単年度の利益計画の進捗確認等を行って
おります。
　なお、四半期に一度、グループ会社社長、海外部門長、管理部門長、支店長を構成員に含
めたグループ連絡会として開催することで、グループ会社を含めた当社グループ全体につい
て同様の進捗確認等を行っております。

ホ　コンプライアンス委員会
　コンプライアンス委員会は、社内委員７名（うち、取締役５名）により構成され、コンプ
ライアンス教育計画の策定やコンプライアンス体制の構築に取り組んでおります。

ヘ　報酬委員会
　取締役の任意の諮問機関として報酬委員会を設置しております。報酬委員会は、取締役４
名（うち、独立社外取締役２名）で構成されており、取締役及び執行役員の報酬等に係る意
見を取締役会に報告しております。

　上記は平成29年３月31日現在の状況を記載しておりますが、平成29年４月１日付で月次事
業報告会の構成員を業務執行取締役、執行役員、事業部長等とし、非業務執行取締役及び監査
役は出席可能な者とする旨の変更を行っております。

－ 17 －
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⑵　業務の適正を確保するための体制の整備
　業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の基本方針についての取締役会決議の
内容は以下のとおりです。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、コンプライアンス委員会を設置し、オルガノグループ企業行動指針、コンプライ

アンス宣言の周知徹底等、全社的な取組みを行う。
・コンプライアンスの実効性を確保するため、内部通報規程を定め、当社の役員及び従業員

が、当社法務部門、監査役または外部の弁護士に対して、組織的または個人的な法令違反
行為等に関する通報または相談を直接行うことができる体制とする。

・当社は、必要に応じて、当社の役員及び従業員に対するコンプライアンス研修を行い、コ
ンプライアンス意識の醸成を図る。

・内部監査部門は、業務執行及びコンプライアンスの活動状況に関して、定期的な監査を実
施する。

・当社グループの財務報告を適正に行うため、金融商品取引法に規定する「財務報告に係る
内部統制」について、整備統括部門である内部統制部門が中心になって整備運用活動を推
進し、評価部門である内部監査部門が独立的な評価を行う。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社は、文書等情報管理規程、企業情報管理基本規程等の社内規程に従い、取締役の職務

執行に関連する文書その他の情報を適切に保存・管理する。
・取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書その他の情報を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、事業活動における各種リスクに対応するため、危機管理基本規程をはじめとする
　各種規程を定め、リスク管理体制を整備し運用する。
・経常的取引に係る経済的リスクや財務リスク等、日常の事業活動におけるリスクについて
　は、各部門が担当取締役の下で自主的に管理を行う。

－ 18 －
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、取締役会（原則毎月１回以上開催）において、重要な業務執行に関する意思決定

及び業務執行状況の監督を行い、業務執行取締役及び役付執行役員で構成される経営会議
（原則毎月２回開催）において、中長期的な戦略等の立案及び重要な経営課題の審議を行
うなど、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を確保する。

・当社は、執行役員制度を導入し、取締役の「経営の意思決定及び監督機能」、執行役員の
「業務執行機能」を分け、責任の明確化と意思決定の迅速化を図る。

・事業運営においては、取締役会で承認された中期経営計画、単年度の利益計画に基づいて
全社的な目標を設定し、当社取締役、監査役、執行役員、事業部長等により構成される月
次事業報告会（原則毎月１回開催、四半期に１回は、グループ会社社長等を構成員に含め
たグループ連絡会として開催）において、各部門長に事業の進捗報告を行わせることによ
り、諸計画の適切な実行を確保する。

⑤　当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

イ　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社は、グループ会社管理規程を定め、経営方針・経営計画、人事・機構、経理・財務、監
査、天災・事故、その他重要事項について、グループ会社に報告を義務づける。報告は、グ
ループ連絡会（原則四半期に１回開催）等にて行う。

ロ　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、グループ会社の事業運営、リスク管理体制などについて、当社各担当取締役、経営
企画部門が、総合的に助言・指導を行う。

ハ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、取締役会で承認されたオルガノグループの中期経営計画及び単年度の利益計画に

基づいて全社的な目標を設定し、グループ連絡会において、各グループ会社社長に事業の
進捗報告を行わせることにより、諸計画の適切な実行を確保する。

・当社は、間接業務の提供・共有化、資金調達・運用の最適化など、グループ会社の業務を
効率化する体制を構築する。

－ 19 －
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ニ　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
・当社は、オルガノグループ企業行動指針をグループ会社の役員及び従業員全てが遵守すべ

き基本的な行動指針として規定し、周知徹底を図る。
・当社は、必要に応じて、グループ会社の役員及び従業員に対してもコンプライアンス研修

を行う。
・当社の内部監査部門は、グループ会社の業務執行及びコンプライアンスの活動状況に関し

て、監査を実施する。
・当社の内部通報制度については、グループ会社の役員及び従業員も利用可能とする。

ホ　その他の当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制
・連結財務諸表に係る内部統制の観点から、グループ会社における決算・財務報告プロセス

の整備・運用については当社内部統制部門及び経理部門が協力する。
・当社は、親会社である東ソー株式会社から事業活動や経営判断において一定の独立性を確

保するとともに、同社との定例会議等を通じて適正な連携を図る。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
・当社は、監査役会と協議の上、内部監査部門に監査役の職務を補助する従業員を設置する。
・当社は、監査役の職務を補助する従業員の人事に関する事項の取扱いについては、監査役

会と協議の上、定める。
・監査役の職務を補助する従業員は、監査役から指示された職務については業務執行者の指

揮命令を受けないものとし、独立して監査役の職務の補助を行う。

⑦　当社及び子会社の取締役等及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制並びに報告を
した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
・当社及びグループ会社の取締役及び従業員並びにグループ会社の監査役は、当社の監査役

から報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。
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・当社及びグループ会社の取締役及び従業員並びにグループ会社の監査役は、当社またはグ
ループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに当社の監査
役に報告を行う。

・監査役は、取締役会、グループ連絡会等の重要な会議に出席し、必要に応じて当社及びグ
ループ会社の取締役及び従業員に説明を求める。

・内部通報制度の窓口である法務部門及び外部の弁護士は、当社及びグループ会社の取締役
及び従業員から受け付けた内部通報情報について、内部通報規程に従い当社の監査役に報
告を行う。

・当社監査役を内部通報制度の窓口の一つとする。
・当社は、当社の監査役に報告を行った、または内部通報規程に基づき通報を行った当社及

びグループ会社の取締役及び従業員が、当該報告、通報を行ったことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・代表取締役は、経営全般に亘る事項について、監査役との間で定期的な意見交換を行う。
・監査役は、会計監査人、内部監査部門及びグループ会社の監査役からの報告を受け、相互

連携を図り、必要に応じて弁護士等への相談を行う。
・監査役の職務の執行に当たり発生する費用については、当該費用が監査役の職務の執行に

必要でないと認められた場合を除き、当社が負担する。

　上記は当事業年度の体制を記載しておりますが、平成29年４月１日に会議体の構成員を変更し
たことに伴い、同日付で上記「④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため
の体制」の一部を以下のとおり改正しております（下線は変更部分）。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（省略）
・事業運営においては、取締役会で承認された中期経営計画、単年度の利益計画に基づいて

全社的な目標を設定し、当社業務執行取締役、執行役員、事業部長等により構成される月
次事業報告会（原則毎月１回開催、四半期に１回は、グループ会社社長等を構成員に含め
たグループ連絡会として開催）において、各部門長に事業の進捗報告を行わせることによ
り、諸計画の適切な実行を確保する。
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⑶　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記に掲げた内部統制システムの整備をしておりますが、その基本方針に基づき、以
下の具体的な取組みを行っております。

　当社は法令遵守及びコンプライアンスに対する取組みとして、新入社員やグループ会社、事業
部等に対し、それぞれコンプライアンス研修を行い、コンプライアンス意識の醸成を図っており
ます。また、平成28年11月に取締役の善管注意義務に関する取締役・監査役研修会を開催いたし
ました。
　当社は、当社及びグループ会社が被る損失または不利益を最小限とするため、ＢＣＰ（事業継
続計画）を整備しております。その一環として平成28年10月にＢＣＰ初動訓練を実施いたしまし
た。
　当社は、当事業年度においては取締役会を16回（その他書面決議１回）、重要な経営課題につ
いて審議する経営会議を26回開催するなど、取締役の業務執行の適正性の確保と効率化に努めま
した。また、月次事業報告会を12回（うち、グループ連絡会４回）開催し、各部門長等に事業の
状況報告を行わせ、中期経営計画及び当事業年度の利益計画に基づく目標に対する進捗確認を行
いました。
　当社監査役は、取締役会、経営会議、月次事業報告会その他重要な会議への出席及び法務特許
部、経営企画部、経理部、監査室等の内部統制に係る部門からの定例報告を通じて、当社の内部
統制の整備、運用状況の確認を行い、健全な経営と効率的運用を行うための助言を行っておりま
す。また、平成28年８月と平成29年３月に代表取締役と監査役との間で、経営全般に亘る意見交
換を行い、監査の実効性の確保に努めました。
　当社は、グループ会社の取締役及び従業員も利用可能な内部通報制度を整備しておりますが、
経営陣から独立した窓口の設置を目的に平成28年６月に内部通報規程の一部を改正し、従来の当
社法務部門、外部の弁護士に加え、監査役を相談窓口とし、運用を開始いたしました。

⑷　株式会社の支配に関する基本方針
　現在導入の予定はありません。
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⑸　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主還元を重要な経営課題の一つとして考えており、安定的かつ継続的な配当の実施
を基本方針としたうえで、収益の状況を勘案した利益配分に努めてまいります。
　内部留保資金につきましては、持続的な成長に向けた事業投資及び研究開発投資等に活用して
まいります。
　なお、当社は定款に剰余金の配当等を取締役会決議によって行うことができる旨の規定を設け
ておりますが、配当の実施につきましては、中間配当及び期末配当の年２回としたうえで、期末
配当は原則的に定時株主総会の決議事項としております。

　本事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨てております。

－ 23 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

70,605
11,340
32,958
16,835
4,237
1,613
1,185

619
2,033
△218
24,800
20,077
5,884

718
12,558

200
714
1,007
3,715
1,500
1,763

500
△48

流 動 負 債 37,640
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 16,308
短 期 借 入 金 14,309
未 払 法 人 税 等 842
前 受 金 1,729
繰 延 税 金 負 債 4
賞 与 引 当 金 987
製 品 保 証 引 当 金 253
工 事 損 失 引 当 金 33
そ の 他 3,171
固 定 負 債 8,730

長 期 借 入 金 2,601
繰 延 税 金 負 債 12
退 職 給 付 に 係 る 負 債 5,981
そ の 他 135
負 債 合 計 46,371

純 資 産 の 部
株 主 資 本 49,413
資 本 金 8,225
資 本 剰 余 金 7,508
利 益 剰 余 金 34,023
自 己 株 式 △343
その他の包括利益累計額 △509
その他有価証券評価差額金 285
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6
為 替 換 算 調 整 勘 定 △163
退職給付に係る調整累計額 △624
非 支 配 株 主 持 分 130
純 資 産 合 計 49,034

資 産 合 計 95,405 負 債 純 資 産 合 計 95,405

－ 24 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 81,114
売 上 原 価 62,470
売 上 総 利 益 18,644

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,529
営 業 利 益 4,114

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 33
為 替 差 益 59
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 75
そ の 他 40 208

営 業 外 費 用
支 払 利 息 74
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 72
そ の 他 13 160
経 常 利 益 4,162

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
国 庫 補 助 金 13 13

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 廃 棄 損 22
投 資 有 価 証 券 売 却 損 1
投 資 有 価 証 券 評 価 損 149
施 設 利 用 権 評 価 損 2 175

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,000
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,253
法 人 税 等 調 整 額 △9 1,243
当 期 純 利 益 2,756
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 25
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,731

－ 25 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 8,225 7,508 31,868 △338 47,263

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △575 － △575

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 2,731 － 2,731

自 己 株 式 の 取 得 － － － △4 △4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,155 △4 2,150

当 期 末 残 高 8,225 7,508 34,023 △343 49,413

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 188 △12 9 △986 △801 106 46,567

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △575

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － － － － 2,731

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 96 5 △172 362 291 24 315

当 期 変 動 額 合 計 96 5 △172 362 291 24 2,466

当 期 末 残 高 285 △6 △163 △624 △509 130 49,034

－ 26 －

連結株主資本等変動計算書
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

56,069
5,323
2,624

22,429
16,745
3,346
1,034

893
361
201

1,992
458
869

△210
25,551
19,444
5,529

173
549

2
621

12,463
104
882
220
661
5,224

674
2,759

2
83

1,437
316

△48

流 動 負 債 31,303
支 払 手 形 4,684
買 掛 金 6,362
短 期 借 入 金 13,000
１年内返済予定の長期借入金 1,200
未 払 金 905
未 払 法 人 税 等 432
前 受 金 647
預 り 金 1,965
賞 与 引 当 金 647
製 品 保 証 引 当 金 222
そ の 他 1,235

固 定 負 債 7,565
長 期 借 入 金 2,601
退 職 給 付 引 当 金 4,920
そ の 他 43
負 債 合 計 38,869

純 資 産 の 部
株 主 資 本 42,502
資 本 金 8,225
資 本 剰 余 金 7,508
資 本 準 備 金 7,508
利 益 剰 余 金 27,112
利 益 準 備 金 832
そ の 他 利 益 剰 余 金 26,280
配 当 引 当 積 立 金 140
研 究 開 発 積 立 金 90
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 39
別 途 積 立 金 22,065
繰 越 利 益 剰 余 金 3,944

自 己 株 式 △343
評 価 ・ 換 算 差 額 等 248
その他有価証券評価差額金 255
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6
純 資 産 合 計 42,751

資 産 合 計 81,620 負 債 純 資 産 合 計 81,620

－ 27 －

貸借対照表
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損 益 計 算 書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 57,367
売 上 原 価 43,645
売 上 総 利 益 13,722

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,132
営 業 利 益 1,589

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 823
固 定 資 産 賃 貸 料 299
そ の 他 18 1,141

営 業 外 費 用
支 払 利 息 76
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 72
減 価 償 却 費 92
固 定 資 産 税 33
そ の 他 4 278
経 常 利 益 2,452

特 別 利 益
国 庫 補 助 金 13 13

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 22
投 資 有 価 証 券 売 却 損 1
関 係 会 社 株 式 評 価 損 149
施 設 利 用 権 評 価 損 2 174
税 引 前 当 期 純 利 益 2,291
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 535
法 人 税 等 調 整 額 △17 518
当 期 純 利 益 1,773

－ 28 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金 利 益 準 備 金 そ 　 の 　 他

利 益 剰 余 金
当 期 首 残 高 8,225 7,508 832 25,082 △338 41,309
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △575 － △575
当 期 純 利 益 － － － 1,773 － 1,773
固定資産圧縮積立金の積立 － － － － － －
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － － －
別途積立金の積立 － － － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － － △4 △4
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － 1,197 △4 1,192
当 期 末 残 高 8,225 7,508 832 26,280 △343 42,502

評 価 ・ 換 算 差 額 等 純 資 産 合 計その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 164 3 167 41,477
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △575
当 期 純 利 益 － － － 1,773
固定資産圧縮積立金の積立 － － － －
固定資産圧縮積立金の取崩 － － － －
別途積立金の積立 － － － －
自 己 株 式 の 取 得 － － － △4
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 91 △10 80 80

当 期 変 動 額 合 計 91 △10 80 1,273
当 期 末 残 高 255 △6 248 42,751

－ 29 －

株主資本等変動計算書
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（その他利益剰余金の内訳）
（単位：百万円）

配当引当積立金 研究開発積立金 固 定 資 産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合 計

当 期 首 残 高 140 90 31 21,065 3,754 25,082
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △575 △575
当 期 純 利 益 － － － － 1,773 1,773
固定資産圧縮積立金の積立 － － 9 － △9 －
固定資産圧縮積立金の取崩 － － △1 － 1 －
別途積立金の積立 － － － 1,000 △1,000 －
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 8 1,000 189 1,197
当 期 末 残 高 140 90 39 22,065 3,944 26,280

　記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 30 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月８日

オ ル ガ ノ 株 式 会 社
取締役会　御中

明　治　ア　ー　ク　監　査　法　人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 田 信 彦 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 齋 藤 邦 夫 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 濵 田 　 尊 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、オルガノ株式会社の平成28年４月１日から平成29
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、オルガノ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 31 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月８日

オ ル ガ ノ 株 式 会 社
取締役会　御中

明　治　ア　ー　ク　監　査　法　人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 松 田 信 彦 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 齋 藤 邦 夫 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 濵 田 　 尊 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、オルガノ株式会社の平成28年４月１日から
平成29年３月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 32 －
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監査役会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第72期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

－ 33 －

監査役会の監査報告書



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/30 17:53:51 / 16266707_オルガノ株式会社_招集通知（Ｃ）

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。なお、事業報告に記載のとおり、社外監査役の選任に不備がありまし
たが適正に是正されており、また、その後社外役員の選任に際しては、社外性の要件の
調査をより徹底し、再発防止に取り組んでいることを確認しております。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月９日
オルガノ株式会社　監査役会

常勤監査役 豊 田 正 彦 ㊞
社外監査役 濵 田 　 治 ㊞
社外監査役 田 中 伸 二 ㊞

以　上

－ 34 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
１．期末配当に関する事項

　当社は、株主還元を重要な経営課題の一つとして考えており、安定的かつ継続的な配当の実施
を基本方針としたうえで、収益の状況を勘案した利益配分に努めることとしております。
　また、当社は平成28年５月１日をもちまして創立70周年を迎えました。これもひとえに株主の
皆様をはじめ関係各位のご支援ご厚情の賜物と深く感謝申しあげます。
　第72期の期末配当金につきましては、株主の皆様へ感謝の意を表するため、上記方針に基づく
普通配当と創立70周年記念配当をあわせて実施することとし、以下のとおりといたしたいと存じ
ます。
(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金６円（普通配当５円、創立70周年記念配当１円）といたしたいと
存じます。
　なお、この場合の配当総額は345,424,344円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　平成29年６月30日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
　内部留保につきましては、経営基盤の強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じます。
(1) 減少する剰余金の項目及びその額

　繰越利益剰余金　　　　　1,000,000,000円
(2) 増加する剰余金の項目及びその額

　別途積立金　　　　　　　1,000,000,000円

－ 35 －

剰余金処分議案
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第２号議案　株式併合の件
１．株式併合を行う理由

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、平成30年10月１日までに
全国証券取引所に上場する内国会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指してお
ります。
　当社は東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の売買単位である
単元株式数を現在の1,000株から100株に変更するとともに、当社株式について証券取引所が望
ましいとしている投資単位（５万円以上50万円未満）の水準に調整することを目的として、株式
併合を行うものであります。

２．併合の割合
　当社株式について、５株を１株の割合で併合いたしたいと存じます。
　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき一括し
て処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対して、端数の割合に応じて分配いたしま
す。

３．株式併合の効力発生日
　平成29年10月１日

４．効力発生日における発行可能株式総数
　2,539万２千株

５．その他
(1) 本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されるこ

とを条件といたします。
(2) その他手続き上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。
(3) 株式併合により、株主の皆様が所有される当社株式数は併合前の５分の１となりますが、株

式併合の前後で当社資産や資本は変動しませんので、株式市況の変動など他の要因を除けば、
株主の皆様が所有される当社株式の資産価値に変動はございません。

－ 36 －

株式併合議案
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第３号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
(1) 第２号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、株式併合の割

合に合わせて発行可能株式総数を減少させるため、現行定款第６条（発行可能株式総数）に所
要の変更を行うとともに、単元株式数を1,000株から100株に変更するため、現行定款第７条
（単元株式数）に所要の変更を行うものであります。
(2) 現行定款第６条（発行可能株式総数）及び第７条（単元株式数）の変更の効力は、株式併合

の効力発生日である平成29年10月１日をもって生ずるものとし、附則に所要の規定を設けるも
のであります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）
現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、１億2,696万

株とする。

（単元株式数）
第７条　当会社の単元株式数は、1,000株とする。

（新　　設）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、2,539万２千
株とする。

（単元株式数）
第７条　当会社の単元株式数は、100株とする。

附則
　第６条（発行可能株式総数）及び第７条（単元株式
数）の変更は、株式併合の効力発生日である平成29年
10月１日をもって効力を生ずるものとする。なお、本
附則は当該株式併合の効力発生日の経過をもって削除
する。

－ 37 －

定款変更議案
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第４号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏名 当社における地位 取締役会への出席状況

１
こ い

鯉
え

江
や す

泰
ゆ き

行 再任 取締役社長(代表取締役) 100％
(16回中16回出席)

２
う ち

内
く ら

倉
ま さ

昌
き

樹 新任 ― ―

３
ほ り

堀　　　
ひ

比
と

斗
し

志 再任
取締役兼常務執行役員
経営統括本部長兼貿易
管理室長

100％
(16回中16回出席)

４
ふ る

古
う ち

内 　
ちから

力 再任 取締役兼常務執行役員
産業プラント本部長

100％
(16回中16回出席)

５
みょう

明
が

賀
は る

春
き

樹 再任 取締役兼常務執行役員
開発センター長

100％
(12回中12回出席)

６
し お

塩
み

見
ま さ

正
き

樹 新任

常務執行役員
水インフラ・エネルギ
ー本部副本部長兼環境
事業部長

―

７
に し

西　
ざ わ

澤　
け い

恵
い ち

一
ろ う

郎 再任 取締役 69％
(16回中11回出席)

８
な が

永
い

井
も と

素
お

夫 再任 社外 社外取締役 88％
(16回中14回出席)

９
て る

照
い

井
け い

惠
こ う

光 再任 社外 社外取締役 92％
(12回中11回出席)

（注）明賀春樹及び照井惠光の両氏は、平成28年６月29日開催の第71回定時株主総会において選任され就任い
たしましたので、平成28年６月29日以降に開催された取締役会への出席状況を記載しております。

－ 38 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１

再任

こい
鯉

え
江

やす
泰

ゆき
行

(昭和28年７月19日生)

取締役在任年数
２年

昭和56年４月 東洋曹達工業(株)

36,000株

（現　東ソー(株)）入社
平成17年６月 同社理事機能材料事業部長兼東京研究センタ

ー長兼東京研究所長
平成20年６月 同社取締役機能材料事業部長
平成23年６月 同社常務取締役機能商品セクター長兼エンジ

ニアリングセクター長
平成27年１月 同社常務取締役機能商品セクター長兼高機能

材料事業部長（平成27年６月退任）
平成27年６月 当社取締役社長（代表取締役）

現在にいたる
（重要な兼職の状況）

重要な兼職はありません。
【取締役候補者とした理由】
　東ソー(株)において有機合成化学に関する専門的な知識や経験を活かし同社の取締役として機能商
品セクター事業を牽引した後、当社取締役社長として、経営ビジョンの策定、経営戦略の立案・実行に
リーダーシップを発揮してきました。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しているため、取締役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

２

新任

うち
内

くら
倉

まさ
昌

き
樹

(昭和29年８月６日生)

昭和57年４月 東洋曹達工業(株)

14,000株

（現　東ソー(株)）入社
平成18年６月 同社法務・特許部特許室長
平成22年６月 同社理事法務・特許部長
平成23年６月 同社取締役法務・特許部長
平成27年６月 東ソー・スペシャリティマテリアル(株)取締

役社長（代表取締役）
トーソー・SMD,Inc.取締役会長
東ソー(株)常務取締役機能商品セクター長兼
高機能材料事業部長

平成28年３月 トーソー・アメリカ,Inc.取締役会長
平成28年６月 東ソー(株)取締役常務執行役員機能商品セク

ター長兼高機能材料事業部長
現在にいたる

（重要な兼職の状況）
重要な兼職の状況はありません。

【取締役候補者とした理由】
　東ソー(株)において法務・特許部門に長く携わり、コーポレートガバナンスの強化に寄与するととも
に、機能性材料に関する専門的な知識や経験を活かし同社の取締役として高機能材料事業の拡充を図っ
てきました。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しているため、新任取締役候補者といたしまし
た。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

－ 39 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３

再任

ほり
堀

 
　

 
　

 
　

ひ
比

と
斗

し
志

(昭和32年11月19日生)

取締役在任年数
３年

昭和59年４月 東洋曹達工業(株)

10,000株

（現　東ソー(株)）入社
平成８年４月 同社社長室

環境テクノ(株)取締役
平成18年６月 東ソー(株)電子材料事業部企画開発室長兼構

造改革本部
平成23年６月 同社高機能材料事業部企画開発室長兼生産技

術部
平成24年３月 環境テクノ(株)取締役社長（代表取締役）（平

成27年10月退任）
平成24年６月 東ソー(株)理事（平成26年６月退任）
平成26年６月 当社取締役兼常務執行役員
平成
平成

27
28

年
年

６
６

月
月

当社取締役兼常務執行役員貿易管理室長
当社取締役兼常務執行役員経営統括本部長兼
貿易管理室長
現在にいたる

（担当）
法務特許部、環境安全品質保証部、監査室、秘書室、支店、
オルガノアクティ(株)、海外グループ会社担当

（重要な兼職の状況）
重要な兼職はありません。

【取締役候補者とした理由】
　東ソー(株)において企画部門を担当し、同社子会社の取締役社長として会社経営を担ってきました。
当社取締役就任後も開発部門、管理部門全般等幅広く担当し、生命科学に関する広範な知識や経験を活
かして新技術・事業の創出、全社的な経営戦略・管理運営計画の立案に優れた実績をあげています。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しているため、取締役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

－ 40 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

４

再任

ふる
古

うち
内

 
　

ちから
力

(昭和29年10月11日生)

取締役在任年数
５年

昭和52年４月 当社入社

30,000株

平成21年６月 当社経営管理部長
平成22年４月 当社執行役員機能商品事業部長兼第二営業部

長
オルガノ・ハイテック(有)取締役社長（代表
取締役）（平成24年３月退任）

平成22年６月 当社執行役員産業プラント本部機能商品事業
部長

平成24年４月 当社執行役員
オルガノ東京(株)取締役社長（代表取締役）
（平成26年４月退任）

平成24年６月 当社取締役兼執行役員
平成26年４月 当社取締役兼執行役員経営統括本部人事部長
平成27年４月 当社取締役兼常務執行役員経営統括本部人事

部長
平成27年６月 当社取締役兼常務執行役員経営統括本部長兼

人事部長
平成
平成

28
28

年
年

４
６

月
月

当社取締役兼常務執行役員経営統括本部長
当社取締役兼常務執行役員産業プラント本部
長
現在にいたる

（担当）
オルガノプラントサービス(株)、オルガノエコテクノ(株)担
当

（重要な兼職の状況）
重要な兼職はありません。

【取締役候補者とした理由】
　経営企画、人事等管理部門全般を担当し、当社子会社の取締役社長として会社経営を担ってきまし
た。当社取締役就任後も機能商品部門、管理部門全般、産業プラント部門等幅広く担当し、組織の長と
してリーダーシップを発揮し、事業の拡大に貢献しています。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しているため、取締役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

－ 41 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

５

再任

みょう
明

が
賀

はる
春

き
樹

(昭和31年２月21日生)

取締役在任年数
１年

昭和53年４月 当社入社

14,000株

平成23年４月 当社執行役員開発センター企画管理部長
平成23年６月 当社執行役員開発センター長兼開発センター

企画管理部長
平成24年４月 当社執行役員開発センター長兼開発センター

第一開発部長
平成25年４月 当社執行役員開発センター長
平成
平成

27
28

年
年

４
６

月
月

当社常務執行役員開発センター長
当社取締役兼常務執行役員開発センター長
現在にいたる

（担当）
エンジニアリング本部担当

（重要な兼職の状況）
重要な兼職はありません。

【取締役候補者とした理由】
　排水処理技術を中心に技術開発に長く携わり、バイオテクノロジーに関する高度な知識や経験を活か
し開発センター長として研究開発をリードするとともに、当社取締役就任後はエンジニアリング技術部
門も担当し、技術力の向上、新技術・製品の創出を推進してきました。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しているため、取締役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

６

新任

しお
塩

み
見

まさ
正

き
樹

(昭和29年11月19日生)

昭和52年４月 当社入社

6,000株

平成20年４月 当社機能商品事業部第一営業部長
平成21年４月 オルガノ東京(株)取締役（平成23年３月退

任）
平成23年４月 オルガノ北海道(株)取締役
平成

平成
平成

24

26
28

年

年
年

４

４
６

月

月
月

同社取締役社長（代表取締役）（平成26年４
月退任）
当社北海道支店長
当社執行役員環境事業部長
当社常務執行役員水インフラ・エネルギー本
部副本部長兼環境事業部長
現在にいたる

（重要な兼職の状況）
重要な兼職はありません。

【取締役候補者とした理由】
　機能商品事業の営業部長及び支店長を務め、当社子会社の取締役社長として会社経営を担ってきまし
た。当社執行役員就任後は環境事業部長として、公共水処理分野の事業を牽引しています。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しているため、新任取締役候補者といたしまし
た。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

－ 42 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

７

再任

にし
西

 
　

ざわ
澤

 
　

けい
恵

いち
一

ろう
郎

(昭和31年２月28日生)

取締役在任年数
２年

昭和56年４月 東洋曹達工業(株)

3,000株

（現　東ソー(株)）入社
平成17年６月 同社東京研究所副所長
平成19年６月 同社東京研究所長
平成21年６月 同社理事東京研究所長兼東京研究センター長
平成23年６月 同社取締役研究企画部長
平成

平成

27

28

年

年

６

６

月

月

(株)東ソー分析センター取締役社長（代表取
締役）
東ソー(株)常務取締役研究企画部長兼エンジ
ニアリングセクター長
当社取締役
東ソー(株)取締役常務執行役員研究企画部長
兼エンジニアリングセクター長
現在にいたる

（重要な兼職の状況）
東ソー(株)取締役常務執行役員

【取締役候補者とした理由】
　東ソー(株)の研究所長として研究開発をリードし、同社の取締役として研究企画部門、エンジニアリ
ングセクターを幅広く担当し、経営戦略を統括・実行してきました。当社取締役就任後はその豊富な知
見を活かし当社経営に対して適切な発言・監督を行っています。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しているため、取締役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

－ 43 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

８

再任 社外 独立

なが
永

い
井

もと
素

お
夫

(昭和29年３月４日生)

社外取締役在任年数
２年

(社外取締役就任前に監
査役１年)

昭和52年４月 (株)日本興業銀行入行

7,000株

平成21年４月 (株)みずほコーポレート銀行（現　(株)みず
ほ銀行）常務執行役員営業担当役員（平成23
年４月退任）

平成23年４月 みずほ信託銀行(株)副社長執行役員
平成23年６月 同社取締役副社長（代表取締役）兼副社長執

行役員
平成24年11月 同社取締役副社長（代表取締役）兼副社長執

行役員株式戦略ユニット長
平成25年４月 同社取締役副社長（代表取締役）兼副社長執

行役員
平成26年４月 同社理事（平成26年６月退任）
平成26年６月 日産自動車(株)社外監査役（常勤）

当社社外監査役
平成27年６月 (株)日清製粉グループ本社社外監査役

当社社外取締役
現在にいたる

（重要な兼職の状況）
日産自動車(株)社外監査役（常勤）
(株)日清製粉グループ本社社外監査役

【社外取締役候補者とした理由】
　金融機関に長年在籍され、みずほ信託銀行(株)の取締役副社長として会社経営を担ってこられまし
た。また、他の上場企業の社外監査役として多面的な企業経営の知見を深めておられます。当社社外監
査役及び社外取締役就任後はその豊富で多様な知見を活かし当社経営に対して有益なご意見やご指導
をいただいております。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しておられるため、社外取締役としての職務を
適切に遂行できると判断し、社外取締役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

－ 44 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

９

再任 社外 独立

てる
照

い
井

けい
惠

こう
光

(昭和28年７月27日生)

社外取締役在任年数
１年

昭和54年４月 通商産業省（現　経済産業省）入省

5,000株

平成20年７月 同省大臣官房技術総括審議官
平成23年１月 同省関東経済産業局長
平成24年４月 同省地域経済産業審議官（平成25年６月退

官）
平成25年８月 ＮＰＯ法人テレメータリング推進協議会理事

長
平成25年９月 そーせいグループ(株)顧問（平成29年３月退

任）
平成25年10月 一般財団法人化学物質評価研究機構主席研究

員（平成28年９月退任）
平成26年６月 一般財団法人日本科学技術連盟理事

宇部興産(株)社外取締役
平成
平成

28
28

年
年

３
６

月
月
(株)ブリヂストン社外取締役
一般財団法人化学物質評価研究機構理事
当社社外取締役
現在にいたる

（重要な兼職の状況）
ＮＰＯ法人テレメータリング推進協議会理事長
宇部興産(株)社外取締役
(株)ブリヂストン社外取締役

【社外取締役候補者とした理由】
　経済産業省において要職を歴任されるなど、産業政策の立案・実行を推進するとともに、枢要な立場
からリーダーシップを発揮して組織を運営してこられました。また、化学物質のリスク評価・管理に関
する高い学識を有するとともに、他の上場企業の社外取締役として多面的な企業経営の知見を深めてお
られます。当社社外取締役就任後はその豊富で多様な知見を活かし当社経営に対して有益なご意見や
ご指導をいただいております。
　取締役として求められる高い倫理観、的確な判断力と理解力に加え、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上を促進するのに必要な経験及び見識を有しておられるため、社外取締役としての職務を
適切に遂行できると判断し、社外取締役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

（注）１．鯉江泰行氏の当社の親会社である東ソー(株)での過去５年間の地位及び担当は、上記略歴、当社にお
ける地位、担当（重要な兼職の状況）欄に記載のとおりであり、同社の子会社での過去５年間の地位
及び担当は、以下に記載のとおりであります。
平成17年６月　東ソー・セラミックス(株)取締役社長（代表取締役）（平成26年６月退任）

東ソー・ゼオラム(株)取締役社長（代表取締役）（平成26年６月退任）
東ソー日向(株)取締役社長（代表取締役）（平成26年６月退任）

平成22年６月　東ソー・スペシャリティマテリアル(株)取締役社長（代表取締役）（平成27年６月退
任）
トーソー・SMD,Inc.取締役会長（平成27年６月退任）
トーソー・クォーツ,Inc.取締役会長（平成24年６月退任）
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２．内倉昌樹氏の当社の親会社である東ソー(株)及びその子会社（東ソー・スペシャリティマテリアル
(株)、トーソー・SMD,Inc.、トーソー・アメリカ,Inc.）での現在及び過去５年間の地位及び担当は、
上記略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）欄に記載のとおりであります。なお、同氏
は、平成29年６月をもって、東ソー(株)、東ソー・スペシャリティマテリアル(株)、トーソー・
SMD,Inc.及びトーソー・アメリカ,Inc.の取締役を退任する予定であります。

３．堀　比斗志氏の当社の親会社である東ソー(株)及びその子会社（環境テクノ(株)）での過去５年間の
地位及び担当は、上記略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）欄に記載のとおりであり
ます。

４．西澤恵一郎氏の当社の親会社である東ソー(株)及びその子会社（(株)東ソー分析センター）での現在
及び過去５年間の地位及び担当は、上記略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）欄に記
載のとおりであります。なお、同氏は、平成29年６月をもって、(株)東ソー分析センターの取締役を
退任する予定であります。

５．永井素夫、照井惠光の両氏は社外取締役候補者であります。
６．現在当社と西澤恵一郎、永井素夫、照井惠光の３氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の

定めに基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意かつ重大な過
失が無いときは、法令が規定する最低限度額を限度とする契約を締結しております。各氏が取締役に
選任された場合、各氏との間で改めて当該契約を締結する予定であります。

７．当社は、永井素夫、照井惠光の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。なお、当社が定める「社外役員の独立性に関する基準」は本定時株主総会招
集ご通知50ページをご参照ください。
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第５号議案　監査役１名選任の件
　監査役　田中　伸二氏は、本定時株主総会終結の時をもって監査役を辞任されます。つきまして
は、改めて監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

新任 社外 独立

わ
和

だ
田

まさ
正

お
夫

(昭和26年10月２日生)

昭和

昭和

52

57

年

年

11

３

月

月

監査法人朝日会計社（現　有限責任あずさ監査法人）
入社
公認会計士登録

0株

平成17年７月 あずさ監査法人（現　有限責任あずさ監査法人）代表
社員（平成24年６月退任）

平成24年７月 和田公認会計士事務所代表
平成26年６月 一般財団法人国土計画協会監事
平成27年４月 学校法人三室戸学園監事
平成
平成

27
28

年
年

６
６

月
月

日新製糖(株)社外監査役
公益財団法人日本手工芸作家連合会監事
現在にいたる

（重要な兼職の状況）
公認会計士
和田公認会計士事務所代表
日新製糖(株)社外監査役

【社外監査役候補者とした理由】
　公認会計士として長年企業等の会計監査業務に携わってこられ、財務及び会計に関する高度な知識や経験を
有しておられます。また、他の上場企業の社外監査役として多面的な企業経営の知見を深めておられます。
　監査役として求められる高い倫理観、公正・公平な判断力に加え、当社経営に対する適正な監査を実施する
のに必要な経験及び見識を有しておられるため、社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断し、新任
社外監査役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

（注）１．和田正夫氏は社外監査役候補者であります。
２．和田正夫氏が監査役に選任された場合、同氏との間で会社法第427条第１項及び当社定款の定めに基

づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意かつ重大な過失が無い
ときは、法令が規定する最低限度額を限度とする契約を締結する予定であります。

３．当社は、和田正夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定する旨を、同取引所に届け
出ております。なお、当社が定める「社外役員の独立性に関する基準」は本定時株主総会招集ご通知
50ページをご参照ください。
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第６号議案　補欠監査役２名選任の件
　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名の選任をお願いいたし
たいと存じます。
　補欠監査役候補者は次のとおりであり、小暮　茂氏は監査役　豊田正彦氏の補欠、小森行男氏は
社外監査役の補欠であります。
　当該補欠監査役につきましては、監査役が法令に定める員数を欠くことを就任の条件とし、その
任期は前任者の残存期間とします。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１

こ
小

ぐれ
暮

 
　

しげる
茂

(昭和25年１月１日生)

昭和47年４月 当社入社

2,593株

平成14年６月 当社カスタマーサービスセンター長
平成17年６月 当社執行役員ソリューション事業部長
平成20年４月 当社執行役員九州支店長

オルガノ九州(株)取締役社長（代表取締役）
平成23年４月 当社九州支店長（平成25年３月退任）
平成25年４月 オルガノ九州(株)顧問（平成26年３月退任）
（重要な兼職の状況）

重要な兼職はありません。
【補欠の監査役候補者とした理由】
　プラントのメンテナンス、サービス事業を主管するソリューション事業の事業部長及び支店長を務
め、当社子会社の取締役社長として会社経営を担ってきました。
　監査役として求められる高い倫理観、公正・公平な判断力に加え、当社経営に対する適正な監査を実
施するのに必要な経験及び見識を有しているため、補欠の監査役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 　 年 　 月 　 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当社株式の数

２

こ
小

もり
森

ゆき
行

お
男

(昭和25年３月16日生)

昭和47年４月 新大協和石油化学(株)（現　東ソー(株)）入
社

0株

平成16年４月 同社セメント事業室長
平成18年６月 日本海水化工(株)取締役社長（代表取締役）

（平成28年６月退任）
平成22年２月 東ソー(株)理事（平成22年６月退任）
平成23年６月 参共化成工業(株)取締役社長（代表取締役）

（平成25年６月退任）
平成25年６月 東邦アセチレン(株)社外監査役（常勤）（平

成27年６月退任）
平成27年６月 プラス・テク(株)常勤監査役（平成28年６月

退任）
東ソー情報システム(株)監査役（平成28年６
月退任）

（重要な兼職の状況）
重要な兼職はありません。

【補欠の社外監査役候補者とした理由】
　東ソー(株)子会社の取締役社長として会社経営を担うとともに、監査役として複数社の監査業務に携
わってこられました。
　監査役として求められる高い倫理観、公正・公平な判断力に加え、当社経営に対する適正な監査を実
施するのに必要な経験及び見識を有しておられるため、社外監査役としての職務を適切に遂行できると
判断し、補欠の社外監査役候補者といたしました。
【候補者と当社との特別の利害関係】
　特別の利害関係はありません。

（注）１．小森行男氏の当社の親会社である東ソー(株)の子会社（日本海水化工(株)、参共化成工業(株)、プラ
ス・テク(株)、東ソー情報システム(株)）での過去５年間の地位及び担当は、上記略歴、当社におけ
る地位（重要な兼職の状況）欄に記載のとおりであります。

２．小森行男氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３．小森行男氏は、過去５年において、当社の特定関係事業者である日本海水化工(株)及び参共化成工業
(株)の業務執行者となったことがあります。また、同氏は過去２年間に日本海水化工(株)より取締役
報酬等を受けております。

４．監査役に欠員が生じ、小暮　茂氏が就任することとなったときは、会社法第427条第１項及び当社定
款の定めに基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意かつ重大
な過失が無いときは、法令が規定する最低限度額を限度とする契約を締結する予定であります。また、
社外監査役に欠員が生じ、小森行男氏が就任することとなったときは、同氏との間で同様の契約を締
結する予定であります。

以　上
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（ご参考）
社外役員の独立性に関する基準

　当社の社外役員が次のいずれかに該当する場合、独立性の要件を満たしていないと判断する。

①　現在又は過去10年間において当社又は当社の子会社の業務執行者に該当する者
②　現在又は過去10年間において当社又は当社の子会社の非業務執行取締役又は会計参与に該当

する者（社外監査役の場合に限る）
③　現在又は最近1年間において当社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役に該当する者
④　現在又は最近1年間において当社の親会社の監査役に該当する者（社外監査役の場合に限る）
⑤　現在又は最近1年間において当社の兄弟会社の業務執行者に該当する者
⑥　現在又は最近1年間において当社を主要な取引先とする者又はその業務執行者に該当する者
⑦　現在又は最近1年間において当社の主要な取引先又はその業務執行者に該当する者
⑧　現在又は最近1年間において当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコン

サルタント、会計専門家、法律専門家に該当する者
⑨　現在、当社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）に該当

する者
⑩　現在、社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者に該当する者
⑪　現在、当社が寄付を行っている先の業務執行者である者
⑫　配偶者又は二親等以内の親族が上記①から⑧までのいずれか（重要な者に限る）に該当する者

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場 東京都江東区新砂１丁目２番８号
オルガノ株式会社　本社ビル　２階会議室
ＴＥＬ（03）5635－5111

Ｎ

至大手町 東京メトロ東西線 至西船橋
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オルガノ株式会社
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(池のあるビルです。)
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中
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東 陽 町 駅

交通 東京メトロ東西線　東陽町駅３番出口より　徒歩約７分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図



第７２回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第７２期

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

① 連結計算書類の連結注記表

② 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令
及び当社定款第16条の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（アドレスhttp://www.organo.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆
様に提供しております。



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　９社
・主要な連結子会社の名称　　　オルガノプラントサービス株式会社

オルガノフードテック株式会社
オルガノ・テクノロジー有限公司

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の数　　　　　　３社
・主要な非連結子会社の名称　　オルガノ（ベトナム）CO.,LTD.
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結
の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用関連会社の数　　　１社
・会社の名称　　　　　　　　　東北電機鉄工株式会社

②　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
・持分法を適用していない非

連結子会社又は関連会社の
数

４社

・主要な会社の名称　　　　　　オルガノ（ベトナム）CO.,LTD.
・持分法を適用しない理由　　　持分法を適用していない非連結子会社３社及び関連会社１社は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、
持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており
ます。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、オルガノ（アジア）SDN.BHD.、オルガノ（蘇州）水処理有限公司、オルガノ・テク
ノロジー有限公司、オルガノ（タイランド）CO.,LTD.及びPTラウタン・オルガノ・ウォーターの決算日は
12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な調整を行っております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ　　　　　　　時価法
ハ．たな卸資産

通常の販売目的で保有す
るたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

商品・製品・原材料　　　主として移動平均法
仕掛品　　　　　　　　　個別法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　　　主として定率法によっております。

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）
並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物…３年～50年
機械装置及び運搬具…４年～17年

ロ．無形固定資産　　　　　　　定額法によっております。
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（主に５年）に基づく定額法によっております。
ハ．リース資産

所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係
るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案
して計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担
分を計上しております。

ハ．製品保証引当金　　　　　　内部規程に定める完了した請負工事に係る瑕疵担保に備えるため、過去
２年間の実績を基礎に、将来の保証見込額を加味して計上しております。
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ニ．工事損失引当金　　　　　　未引渡工事の損失に備えるため、連結会計年度末時点で大幅な損失の発
生する可能性が高いと見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積るこ
とが可能な工事について、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上して
おります。

④　収益及び費用の計上基準
イ．完成工事高及び完成工事
　　原価の計上基準

当連結会計年度末まで
の進捗部分について成
果の確実性が認められ
る工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

その他の工事 工事完成基準
ロ．ファイナンス・リース取

引に係る収益の計上基準
主としてリース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によってお
ります。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約取引については振当処理に、特例処理の要件を満
たしている金利スワップ取引については、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等、借入金

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　デリバティブ取引に関する権限等を定めたデリバティブ取引管理細則に
基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び市場金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段
のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を四半期ごとに比較し、
両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価
を省略しております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
　　５年間で定額法により償却しております。
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⑦　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計

上基準
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額
を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時に一括処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお
ります。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して
おります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連
結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外
消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しておりま
す。

２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４
月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を
当連結会計年度から適用しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 20,521百万円
⑵　偶発債務

従業員の銀行借入金に対する保証債務 5百万円
契約履行保証

オルガノ（ベトナム）CO.,LTD. 11百万円
（0百万米ドル）

オルガノ（シンガポール）Pte Ltd 70百万円
（0百万シンガポールドル）
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 57,949千株 － 千株 － 千株 57,949千株

⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 368千株 10千株 － 千株 378千株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。
⑶　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
イ．平成28年６月29日開催の第71回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 287百万円
・１株当たり配当金 5円
・基準日 平成28年３月31日
・効力発生日 平成28年６月30日

ロ．平成28年11月２日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 287百万円
・１株当たり配当金 5円
・基準日 平成28年９月30日
・効力発生日 平成28年12月５日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
平成29年６月29日開催予定の第72回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 345百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金 6円
・基準日 平成29年3月31日
・効力発生日 平成29年6月30日
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画等に応じた長期的な資金及び短期的な運転資金を銀行借入により調達し
ております。
　また、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない
方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及びリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されております。また、
海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要
に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。
　投資有価証券は、主に取引先企業との連携強化又は純投資等を目的として保有する株式であり、市場価
格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、その一部には、
輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約
を利用してヘッジしております。
　借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの及び短期的な運転資金であります。この
うち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワ
ップ取引）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であ
ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等
については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷　会計
方針に関する事項　⑤　重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、内部規程に従い、営業債権について各事業部における営業部門が取引先の状況を定期的にモ
ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の規程に準じて、同様の管理を行っ
ております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ
取引を行っております。
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ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、取引ごとに把握された為替の変動リスクに対し
て、必要に応じて先物為替予約を利用してヘッジしております。
　また、当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を
利用しております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期
保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直
しております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めたデリバティブ取引管理細則に従い、
担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部門からの報告に基づき経理担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．をご
参照ください。）

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現金及び預金 11,340 11,340 －

② 受取手形及び売掛金 32,958 32,958 －

③ リース投資資産 16,835 16,835 －

④ 投資有価証券 705 705 －

資 産 計 61,839 61,839 －

① 支払手形及び買掛金 16,308 16,308 －

② 短期借入金 14,309 14,321 12

③ 長期借入金 2,601 2,600 △1

負 債 計 33,219 33,230 10

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 （ ＊ ） （10） （10） －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金
　これらは主に短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

③　リース投資資産
　リース投資資産の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定した結果、時価は帳簿価額と近似していたことから、当該帳
簿価額によっております。

④　投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負債
①　支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
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②　短期借入金、③　長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により算定しております。変動金利による短期借入金及び長期借入金のうち、金利スワ
ップの特例処理の対象とされているものについては、当該金利スワップと一体として処理された元
利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定
する方法によっております。

デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているもの

⑴　為替予約取引
　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

⑵　金利スワップ取引
　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
　なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期借入金及び長期借
入金と一体として処理されているため、その時価は、当該短期借入金及び長期借入金の時価に含
めて記載しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 795

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「④
投資有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 849円45銭
１株当たり当期純利益金額 47円44銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

子会社株式及び関連会社
株式

移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　　　　時価法
③　たな卸資産

通常の販売目的で保有す
るたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

商品・製品・原材料　　　移動平均法
仕掛品　　　　　　　　　個別法
貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　　　定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）
並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物・構築物…３年～50年
機械及び装置・車両運搬具…４年～17年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案
して計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を
計上しております。

③　製品保証引当金　　　　　　　内部規程に定める完了した請負工事に係る瑕疵担保に備えるため、過去
２年間の実績を基礎に、将来の保証見込額を加味して計上しております。
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④　工事損失引当金　　　　　　　未引渡工事の損失に備えるため、事業年度末時点で大幅な損失の発生す
る可能性が高いと見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが
可能な工事について、翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時に一括処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の
翌事業年度から費用処理することとしております。

⑷　収益及び費用の計上基準
①　完成工事高及び完成工事原

価の計上基準
当事業年度末までの進捗
部分について成果の確実
性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

その他の工事 工事完成基準
②　ファイナンス・リース取引

に係る収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約取引については振当処理に、特例処理の要件を満
たしている金利スワップ取引については、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等、借入金

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　デリバティブ取引に関する権限等を定めたデリバティブ取引管理細則に
基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び市場金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段
のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を四半期ごとに比較し、
両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価
を省略しております。

⑹　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算

書類における会計処理と異なっております。
②　消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外

消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を
当事業年度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 19,748百万円
⑵　偶発債務

従業員の銀行借入金に対する保証債務 5百万円
銀行借入金に対する連帯保証

オルガノ（蘇州）水処理有限公司 244百万円
(15百万人民元)

契約履行保証
オルガノ（アジア）SDN.BHD. 10百万円

(0百万マレーシアリンギット)
44百万円
(0百万米ドル)

オルガノ（蘇州）水処理有限公司 12百万円
(0百万米ドル)

40百万円
(2百万人民元)

オルガノ・テクノロジー有限公司 349百万円
(94百万台湾ドル)

オルガノ（ベトナム）CO.,LTD. 11百万円
(0百万米ドル)

オルガノ（シンガポール）Pte Ltd 70百万円
(0百万シンガポールドル)

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 3,497百万円
短期金銭債務 4,183百万円
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 2,728百万円
仕入高 15,776百万円
営業取引以外の取引高 1,122百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首
の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 368千株 10千株 － 千株 378千株
（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 200百万円
未払事業税 49百万円
退職給付引当金 1,507百万円
製品保証引当金 68百万円
試験研究費 22百万円
貸倒引当金 80百万円
施設利用権評価損 84百万円
関係会社株式評価損 116百万円
その他 156百万円
評価性引当額 △260百万円
繰延税金負債との相殺 △130百万円

繰延税金資産合計 1,896百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △112百万円
固定資産圧縮積立金 △17百万円
繰延税金資産との相殺 130百万円

繰延税金負債合計 －百万円
繰延税金資産の純額 1,896百万円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産－繰延税金資産 458百万円
固定資産－繰延税金資産 1,437百万円

－ 13 －



８．関連当事者との取引に関する注記
子会社

会社の名称 所在地 資本金 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

オ ル ガ ノ
プ ラ ン ト
サービス㈱

東京都文京区 93百万円 直接100.0％
各種水処理装置の
据付工事及び
管理業務の発注
役員の派遣

各種水処理装置の
据付工事及び
管理業務の発注

6,321百万円 買掛金 1,107百万円

資金の預り 1,538百万円 預り金 1,300百万円

配当金の受取 489百万円 － －

オ ル ガ ノ
フードテック㈱ 埼玉県幸手市 50百万円 直接100.0％

食品素材及び食品
添加剤等の発注
役員の派遣

資金の貸付 1,384百万円 短期
貸付金 1,200百万円

オ ル ガ ノ ・
テクノロジー
有 限 公 司

台湾新竹市 30百万
台湾ドル 直接100.0％

各種水処理装置及
び関連薬品の販売
役員の派遣

各種水処理装置及び
関連薬品の販売 1,142百万円 売掛金 855百万円

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格等を勘案して一般取引条件と同様に決定し

ております。
３．資金等の貸付及び預りに関する金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。な

お、取引金額は期中の平均残高を記載しております。
４．受取配当金は、剰余金の分配可能額を基礎とした一定の基準に基づき、合理的に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 742円58銭
１株当たり当期純利益金額 30円81銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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